様式第１号別紙
登録一時保護委託者の基準の適合にかかる申出書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（宛先）さいたま市長

（申請者：個人の場合）
	氏名
	

	住所
	



（申請者：法人の場合）
	法人名称
	

	代表者氏名
	

	主たる事務所の
所在地
	



登録一時保護委託者登録の申請にあたり、一時保護委託者の登録等に関する基準（令和8年内閣府令第16条、以下「府令」という。）への適合状況について、次の通り申し出ます。
　また、児童福祉法第34条の22第4項各号に該当しないことを併せて申し出ます。

	１．登録一時保護委託者の一般原則（府令第３条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、入所している児童の権利に十分配慮するとともに、一人一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	☐

	
	②
	登録一時保護委託者は、入所する児童の国籍、信条、社会的身分等によって、差別的取扱いをしてはならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	☐

	
	③
	登録一時保護委託者は、児童福祉法第33条第1項又は第2項に規定する一時保護の目的を達成するために必要な設備を設けなければならない。
	※実地調査により確認します。
	☐

	
	　
	●児童福祉法第33条
児童相談所長は、児童虐待のおそれがあるとき、少年法第六条の六第一項の規定により事件の送致を受けたときその他の内閣府令で定める場合であつて、必要があると認めるときは、第二十六条第一項の措置を採るに至るまで、児童の安全を迅速に確保し適切な保護を図るため、又は児童の心身の状況、その置かれている環境その他の状況を把握するため、児童の一時保護を行い、又は適当な者に委託して、当該一時保護を行わせることができる。
２　都道府県知事は、前項に規定する場合であつて、必要があると認めるときは、第二十七条第一項又は第二項の措置（第二十八条第四項の規定による勧告を受けて採る指導措置を除く。）を採るに至るまで、児童の安全を迅速に確保し適切な保護を図るため、又は児童の心身の状況、その置かれている環境その他の状況を把握するため、児童相談所長をして、児童の一時保護を行わせ、又は適当な者に当該一時保護を行うことを委託させることができる。
	




	　２．児童の権利の制限（府令第４条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、正当な理由なく、児童の権利を制限してはならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	②
	登録一時保護委託者は、正当な理由があり、やむを得ず児童の権利を制限する場合は、その理由について十分な説明を行い、児童の理解を得るよう努めなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□





	　３．児童の行動の制限（府令第５条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、施錠等により児童の行動を制限してはならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□




	４．虐待等の禁止（府令第６条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者の職員は、入所中の児童に対し、児童福祉法第33条の10第１項各号に掲げる行為（＝虐待行為）その他当該児童の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	　
	●児童福祉法第33条の1０第1項各号
一　被措置児童等の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。
二　被措置児童等にわいせつな行為をすること又は被措置児童等をしてわいせつな行為をさせること。
三　被措置児童等の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、同居人若しくは生活を共にする他の児童による前二号又は次号に掲げる行為の放置その他の施設職員等としての養育又は業務を著しく怠ること。
四　被措置児童等に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の被措置児童等に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。
	











	　５．児童対象性暴力等の防止（府令第７条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、児童福祉法第34条の22第6項において準用する児童福祉法第21条の5の18第4項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律第2条第2項に規定する児童対象性暴力等をいう。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に児童を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（児童と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該児童に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。
	※犯罪事実確認等への対応状況の確認のため、就業規則等を添付してください。
	□

	
	　
	●児童福祉法第34条の22第6項
第21条の5の18第4項の規定は、登録一時保護委託者について準用する。
●児童福祉法第21条の５の１８第4項
指定障害児通所支援事業者は、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律で定めるところにより、児童対象性暴力等を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に児童を適切に保護するために必要な措置を講じなければならない。
●学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律第2条第２項
この法律において「児童対象性暴力等」とは、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律第2条第3項に規定する児童生徒性暴力等及び前項第2号に掲げる者に対して行われるこれに相当する行為をいう。
●学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律第４条第1項
学校設置者等は、教員等としてその本来の業務に従事させようとする者（施行時現職者（この法律の施行の際現に存在し又は行われている学校等又は児童福祉事業についてこの法律の施行の際現に教員等としてその本来の業務に従事させている者及びこの法律の施行の日（以下この項及び第3項において「施行日」という。）の前日までに当該業務に従事させることを決定していた者であって施行日後に当該業務に従事させるものをいう。同項において同じ。）を除く。次項において同じ。）について、当該業務を行わせるまでに、第33条第1項に規定する犯罪事実確認書（以下この章及び次章において「犯罪事実確認書」という。）による特定性犯罪事実該当者であるか否かの確認（以下「犯罪事実確認」という。）を行わなければならない。
	



	　６．非常災害対策（府令第８条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設において、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備を設けなければならない。
	※実地調査により確認いたします。
	□

	
	②
	登録一時保護委託者は、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の注意と訓練に努める体制を整備しなければならない。
	※非常災害に対する防災計画等を添付してください。
	□

	
	③
	登録一時保護委託者は、前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月一回、これを行う体制を整備しなければならない。
	※避難訓練等の実施状況の分かる資料を添付してください。
	□




	　７．自動車を運行する場合の所在の確認（府令第９条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、児童の登録一時保護委託施設外での活動、取組等のための移動その他の児童の移動のために自動車を運行するときは、児童の乗車及び降車の際に、点呼その他の児童の所在を確実に把握することができる方法により、児童の所在を確認する体制を整備しなければならない。
	
□　非該当（自動車による児童の移動・移送を行わない）
□　該当
※該当する場合は運行規則等（児童を移送する場合の安全を確保するためのルール等が確認できる書類）を添付してください。

	□




	８．児童の権利擁護（府令第10条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、入所する児童に対し、その意見又は意向を尊重した支援を行う体制を整備しなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。

	□




	９．児童の所持品等（府令第11条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、入所する児童の所持品等の取扱いについて、次の各号に掲げる要件を満たす体制を整備しなければならない。
一　合理的な理由なく、児童の所持する物の持込みを禁止しないこと。
二　前号に規定する合理的な理由があり、やむを得ず児童の所持する物の持込みを禁止する場合は、児童又は他人の生命等に関わる緊急の場合を除き、あらかじめ児童相談所長又は知事に相談すること。
三　第一号に規定する合理的な理由があり、やむを得ず児童の所持する物の持込みを禁止する場合は、児童相談所長又は知事が、児童に対して、その理由について十分な説明を行い、児童の理解を得るために、児童相談所長又は知事に協力するよう努めること。
四　児童の所持する物を保管する場合は、紛失、盗難、き損等が生じないような設備に保管すること。
	□　左記の事項について誓約します。
	□





	10．設備の基準（府令第12条）
	市使用欄

	　
	
	登録一時保護委託施設の構造設備は、次に掲げる要件を満たさなければならない。
	

	
	①
	一　採光、換気等児童の保健衛生及びこれらの児童に対する危害防止に十分な考慮を払って設けること。
	※実地調査により確認します。
	□

	
	②
	二　児童の居室、食事をする場、浴室及び便所を設けること。　
	※実地調査により確認します。
	□

	
	③
	三　児童の居室は、児童が穏やかに過ごすことができ、安心して暮らすことができる環境を整えること。
	※実地調査により確認します。
	□

	
	④
	四　入所している児童の年齢等に応じ、男子と女子の居室を別にすること。
	※実地調査により確認します。
	□

	
	⑤
	五　浴室及び便所は、男子用と女子用とを別にすること。ただし、少数の児童又はおおむね六歳以下の児童を対象として設けるときは、この限りでない。
	※実地調査により確認します。
	□

	
	⑥
	六　居室、浴室及び便所を設けるに当たっては、入所する児童の年齢、性別、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律（令和五年法律第六十八号）第2条第1項に規定する性的指向及び同条第2項に規定するジェンダーアイデンティティ等に配慮すること。
	※実地調査により確認します。
	□

	
	⑦
	七　30人以上を入所させる施設には、医務室及び静養室を設けること。
	□　該当なし（入居定員30人未満）
□　該当します（入居定員30人以上）
※該当する場合は、実地調査により確認します。
	□

	
	⑧
	八　児童の生活の場は、児童のプライバシーの保護に十分に配慮した環境を整えること。
	※実地調査により確認します。
	□

	
	　
	●性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律第2条
この法律において「性的指向」とは、恋愛感情又は性的感情の対象となる性別についての指向をいう。
２　この法律において「ジェンダーアイデンティティ」とは、自己の属する性別についての認識に関するその同一性の有無又は程度に係る意識をいう。
	




	11．登録一時保護委託者における職員の一般的要件（府令第13条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設に入所する児童の保護に従事する職員について、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者となるよう、体制を整備しなければならない。
	※職員の経歴等が確認できる書類を添付してください。
	□




	12．夜間の職員配置（府令第14条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設において、夜間、少なくとも職員1人以上を置く体制を整備しなければならない。
	※職員の配置体制について確認できる書類を添付してください。
	□




	13．他の社会福祉施設を併せて設置するときの設備及び職員の基準（府令第15条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設を他の社会福祉施設と併せて設置するときは、必要に応じ当該登録一時保護委託施設の設備及び職員の一部を併せて設置する社会福祉施設の設備及び職員に兼ねることができる。
	※実地調査により確認します。
	□

	
	②
	前項の規定は、入所する児童の居室及び登録一時保護委託施設に特有の設備並びに入所する児童の保護に直接従事する職員については、適用しない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□







	14．衛生管理等（府令第16条）
	市使用欄

	　
	
	登録一時保護委託施設の衛生管理は、次に掲げる要件を満たさなければならない。

	
	①
	一　入所する児童の使用する設備、食器等又は飲用に供する水については、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずること。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	②
	二　当該登録一時保護委託施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう努めること。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	③
	三　入所する児童の希望等を勘案し、清潔を維持することができるよう適切に、入所する児童を入浴させ、又は清拭しなければならないこと。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	④
	四　入所する児童に対し清潔な衣服を提供しなければならないこと。ただし、下着は児童の所持するものを使用させ、又は未使用のものを提供すること。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	⑤
	五　必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を適正に行わなければならないこと。　
	□　左記の事項について誓約します。
	□




	15．食事（府令第17条）
	市使用欄

	　
	
	登録一時保護委託施設における入所する児童の食事の提供は、次に掲げる要件を満たさなければならない。

	
	①　
	一　入所する児童に食事を提供するときは、栄養及び入所する児童の身体的状況を考慮したものでなければならないこと。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	②　
	二　児童の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に努めなければならないこと。
	□　左記の事項について誓約します。
	□






	16．入所した児童及び職員の健康状態の把握等（府令第18条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設に入所する児童の保護に従事する職員の健康状態の把握に当たっては、特に入所している児童の食事を調理する者につき、綿密な注意を払わなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□




	17．養護（府令第19条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設における養護について、児童に対して安定した生活環境を整えるとともに、生活支援及び教育を行いつつ児童を養育することにより、児童の心身の健やかな成長を支援することを目的として行う体制を整備しなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□





	18．生活支援、教育及び親子関係再構築支援等（府令第20条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設における生活支援について、児童の自主性を尊重しつつ、基本的生活習慣を確立するとともに豊かな人間性及び社会性を養うことができるように行う体制を整備しなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	②
	登録一時保護委託者は、登録一時保護委託施設における教育について、児童がその適性、能力等に応じた学習を行うことができるよう、適切な相談、助言、情報の提供等の支援により行う体制を整備しなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	③
	登録一時保護委託者は、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第1条に規定する学校（幼稚園を除く。）に在籍している児童が適切な教育を受けられるよう、当該児童の希望を尊重しつつ、その置かれている環境その他の事情を勘案し、通学の支援その他の教育に必要な支援に関して、児童相談所と協力をして行うよう努める体制を整備しなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	④
	登録一時保護委託者は、児童の家庭の状況に応じ、親子関係の再構築等が図られるよう、必要な支援等に関して、児童相談所と協力をして行うよう努める体制を整備しなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	⑤
	登録一時保護委託者は、児童が適切な支援を受けられるよう、一時保護の解除後も当該解除を行った児童相談所に必要な協力をするよう努める体制を整備しなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□








	19．登録一時保護委託者内部の規程（府令第21条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、次に掲げる事項のうち必要な事項につき規程を設けなければならない。
一　入所する児童の支援に関する事項
二　その他施設の管理についての重要事項
	※左記の事項が確認できる規定等を添付してください。
	□




	20．登録一時保護委託者における記録（府令第22条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者は、入所する児童の処遇の状況について、児童相談所から求められた場合に、その情報を提示することができるように記録する体制を整備しなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□




	21．秘密保持等（府令第23条）
	市使用欄

	　
	①
	登録一時保護委託者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た児童又はその家族の秘密を漏らしてはならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□

	
	②
	登録一時保護委託者は、登録一時保護委託者の職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た児童又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。
	□　左記の事項について誓約します。
	□






